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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成14年 
１月１日 
至平成14年 
６月30日 

自平成15年 
１月１日 
至平成15年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成14年 
１月１日 
至平成14年 
12月31日 

自平成15年 
１月１日 
至平成15年 
12月31日 

売上高 百万円 77,333 76,730 77,334 147,100 147,607

経常利益 百万円 60 3,863 2,234 2,039 4,041

中間(当期)純利益(△は純損失) 百万円 △411 1,513 1,253 1,366 1,819

純資産額 百万円 46,317 47,601 48,074 46,585 47,183

総資産額 百万円 89,394 88,575 87,716 88,118 87,269

１株当たり純資産額 円 1,009.63 1,095.14 1,130.56 1,056.52 1,105.80

１株当たり中間（当期）純利益
（△は純損失） 

円 △8.79 34.51 29.45 29.90 40.81

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益 

円 － 34.50 29.27 － 40.69

自己資本比率 ％ 51.8 53.7 54.8 52.9 54.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △2,166 4,988 3,803 756 6,306

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △660 △457 △1,046 △1,453 △1,212

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △1,262 △633 △670 △2,427 △1,826

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

百万円 7,271 12,132 13,587 8,235 11,502

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用者数） 

名 
1,123
(2,027)

1,089
(1,795)

1,040
(1,679)

1,112 
(2,102) 

1,034
(1,774)

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第58期連結会計年度までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

３．第59期中間連結会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しており

ます。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成14年 
１月１日 
至平成14年 
６月30日 

自平成15年 
１月１日 
至平成15年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成14年 
１月１日 
至平成14年 
12月31日 

自平成15年 
１月１日 
至平成15年 
12月31日 

売上高 百万円 76,158 75,614 76,256 144,826 145,410

経常利益 百万円 4 3,619 2,160 1,944 3,645

中間(当期)純利益(△は純損失) 百万円 △266 1,667 1,255 452 1,569

資本金 百万円 20,359 20,359 20,359 20,359 20,359

発行済株式総数 千株 47,630 47,630 47,630 47,630 47,630

純資産額 百万円 46,927 47,298 47,461 46,123 46,505

総資産額 百万円 87,638 86,249 84,762 85,208 84,355

１株当たり中間（年間）配当額 円 4.00 8.00 8.00 8.00 16.00

自己資本比率 ％ 53.5 54.8 56.0 54.1 55.1

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用者数） 

名 
677
(869)

703
(760)

721
(726)

676 
(869) 

689
(750)

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動はありません。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 平成16年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

通信販売事業 
784 
（1,552） 

その他の事業 
85 
（117） 

全社（共通） 
171 
（10） 

合計 
1,040 
（1,679） 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社員及び契約社員）であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者の年間平均雇用人員（１日7.5時間換算）であります。 

 

(2）提出会社の状況 

 平成16年６月30日現在

従業員数（名） 
721 
（726） 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社員及び契約社員）であり、子会社への出向社員（63名）は含んでおりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者の年間平均雇用人員（１日7.5時間換算）であります。 

３．社員の定年は、満60才であります。 

 

(3）労働組合の状況 

 提出会社には千趣会労働組合（昭和49年３月22日結成）と全労連全国一般・千趣会パート労働組合（甲子園

商品センター内にて平成11年３月11日結成）の二組合があります。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業部門の収益改善が雇用など家計部門にも波及し景気の着

実な回復を見せておりますが、いまだ個人消費の本格回復には至っておりません。通信販売業界におきまして

は、インターネット通販、ＴＶ通販等の新規参入企業も増加し競争環境が激化しております。また、価格競争

や商品・サービスに対する消費者の選別の目が一段と激しくなり、厳しい経営環境が依然続いております。 

 当社グループにおきましては、このような状況のもと、顧客目線に立った「品揃え」「品質」「温かいサー

ビス」をテーマに、オリジナル商品の開発強化やサービスの向上等に引き続き努めてまいりました。 

 当中間連結会計期間の売上高は773億34百万円（前年同期比0.8％増）となりました。 

 利益面に関しましては、通信販売事業において原価率の低減を行ったものの、春のメディアミックスによる

ＴＶコマーシャル費用とそれに伴う媒体関連費用の増加に伴い、営業利益は20億81百万円（前年同期比46.2％

減）となりました。また、経常利益は22億34百万円（前年同期比42.2％減）となりました。中間純利益につき

ましては、12億53百万円（前年同期比17.1％減）となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績その他は次のとおりです。 

 

［通信販売事業］ 

 カタログ事業と頒布会事業を合わせた通信販売事業の当中間連結会計期間の売上高は735億6百万円（前年同

期比2.3％減）となりました。利益面におきましては、総原価率の低減が見られたものの、春のメディアミッ

クスによる販売促進費および広告宣伝費の増加により、営業利益は20億18百万円（前年同期比51.4％減）とな

りました。 

 なお、９月１日をもって、迅速な意思決定と更なる効率化を目指すため、当社の甲子園・鹿沼・京都商品セ

ンターの物流業務を物流子会社である千趣物流（株）に移管し、名称を千趣ロジスコ（株）に変更いたしまし

た。また、お客様満足度の高いサービスの提供とマーケティング機能を果たすことを目指すため、８社ありま

した販売子会社を（株）ベルメゾン・サービスセンターとして１社に統合しております。 

 

① カタログ事業 

 カタログ事業では、１５種類のカタログを通して様々な生活提案と共に千趣会らしさにこだわった商品をお

届けいたしております。 

 昭和５１年のスタート以来、ファッション衣料を中心として服飾雑貨、インテリア、日用雑貨からマタニ

ティ用品、子供服に至るまでの様々なジャンルの商品を「好センス・好機能・好品質・好価格」をモットーに

豊富に品揃え、会員の皆様の支持を得てまいりました。 

 当中間連結会計期間は、春のメディアミックスによる新規会員の獲得やカタログの配布部数増、またＴＶコ

マーシャルによる「ベルメゾン」ブランドのイメージ向上を図りました。しかしながら、売上高は636億1百万

円（前年同期比0.9％減）となりました。 

 

② 頒布会事業 

 頒布会事業は、オフィスで働く女性を中心に、グループ及び個人の会員に、毎月定期的に商品をお届けする

という販売形態をとっており、他の通販会社とは異なる独自のシステムで事業を展開しております。 

 お届けしている商品は雑貨・食品を中心にコレクション性の高い、さまざまなアイテムを取り揃えており、

そのほとんどは、市販の商品には見られないオリジナリティの高い商品であります。 

 平成１５年に、従来、主に職域向けに展開してまいりました「ハートジョイ コレクション」と、個人向け

に展開してまいりました「わくわくの森コレクション」を統合する作業が完了し、新生「ベルメゾン マンス

リークラブ」として、すべての顧客にすべてのコレクションを提供させていただくことが可能となり、多様化

する顧客のニーズに、幅広く対応する環境が整いました。それにより、個人会員の拡大は徐々に成果を挙げて

おりますが、グループ会員については、減少を食い止めるまでには至っておらず、売上・会員数ともに、対前

年同期において減少という結果となりました。 



－  － 
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 その結果、当中間連結会計期間の売上高は99億4百万円(前年同期比9.8％減)となり、月次平均会員数は７９

万３千人となりました。 

 

［その他の事業］ 

 旅行・クレジット・サンプリング封入などを主とするサービス事業と、運送事業及び店舗事業、また法人向

けの商品・サービスを販売する法人事業などを合わせたその他の事業の当中間連結会計期間の売上高は、法人

事業による売上増により38億28百万円（前年同期比149.9％増）となりました。 

 その結果、営業利益は24百万円（前年同期比4億18百万円利益増）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中

間純利益23億18百万円、減価償却費11億33百万円を計上したこと等により、前中間連結会計期間末に比べ、14

億55百万円増加し、当中間連結会計期間末には135億87百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同期と比べ11億85百万円減少し、38億3百万円となりました。これは、

税金等調整前中間純利益を23億18百万円、減価償却費を11億33百万円、それぞれ計上したこと等によるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前年同期と比べ5億88百万円増加し、10億46百万円となりました。これは、

投資有価証券の取得に8億2百万円に使用したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前年同期と比べ36百万円増加し、6億70百万円となりました。これは、長

期借入金の返済に2億20百万円、自己株式の取得に1億53百万円、配当金の支払に3億41百万円、それぞれ使用

したこと等によるものであります。 



－  － 
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２【仕入実績】 
 当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金 額（百万円） 前年同期比（％） 

通信販売事業 36,084 △2.8 

その他の事業 2,341 360.1 

合  計 38,426 2.1 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３【販売実績】 

事業内容別販売実績 

事業の種類別セグメントの名称 金 額（百万円） 前年同期比（％） 

通信販売事業 73,506 △2.3 

その他の事業 3,828 149.9 

合  計 77,334 0.8 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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４【対処すべき課題】 

当社は、『小さな夢の発見と感動をお届けする・生活スタイルのナビゲーター』としての［２１世紀における新

生千趣会］を誕生させるべく、平成１６年１２月期（第６０期）を最終年度とする『中期経営計画』を策定してお

ります。 

 

（１）『中期経営計画』の基本方針 

① 二つのブランド「千趣会」・「ベルメゾン」の知名度を高めつつ、グループ全体をマルチチャネル型

の流通業に転換いたします。 

② 当社の中核事業であるカタログ事業と頒布会事業の再構築により、高収益企業への脱皮を図ります。 

③ 当社の経営資源を最大限に活かせる新規事業に対し、積極的な投資を行います。 

④ 上記の取り組みにより、平成１６年１２月期の経営目標「連結ＲＯＥ（株主資本利益率）５％」達成

を目指します。 

 

（２）『中期経営計画』の当中間連結会計期間における取り組み状況 

① マルチチャネル型流通業への転換 

 当中間連結会計期間におきましては、パソコン上及び携帯電話上のサイト刷新を行いサイトの使いや

すさの強化に努めました。また春のメディアミックスによるインターネットからの新規顧客獲得にも積

極的に取り組みました。その結果、６月末現在の「ベルメゾン・ネット」の会員数は２５８万名（前年

同期比５１％増）、売上高は１７９億円（前年同期比５６％増）となりました。 

 一方、店舗では、４月１日に郊外型実験店舗「ベルメゾン・マーケット」を奈良県橿原市のダイヤモ

ンドシティ・アルル内に出店いたしました。 

② 中核事業の再構築 

 通販事業において、今期は春のメディアミックスによる「ベルメゾン」ブランドの更なるイメージ

アップと新規会員の創造に努めました。また、商品配送や受注業務に関連する変動費についても削減を

行い、利益体質の強化を着実に進めております。 

③ その他 

・ 株主資本の運用効率の向上と株主利益の増進を図る目的で、平成１６年６月３０日現在、５,１０７

千株（取得価額３２億４０百万円）の自己株式を取得しております。 

・ 業績への貢献意欲や士気向上を目的として、当社グループの役員および社員に対し、ストックオプ

ション並びに自社株連動型報酬（ファントムストック）を再度平成１６年４月に付与いたしました。 

 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間の研究開発活動は、通信販売事業の商品開発であり、現在当社グループの担当人員は46名

であります。 

 当中間連結会計期間に発売した商品は17商品ありますが、代表的な商品は、車内芳香消臭剤の「カー・プチ 

サンリオワールド」、コーディネイトＴウェアー「ビューティー コーディネイト」、出版物「マロンのとって

おき」、手作りキットアクセサリー「ビーズ・チャーム」、その他に食品3点、ディズニー商品2点等があり、研

究開発費の金額は313百万円であります。 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

 （注） 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成16年６月30日） 

提出日現在発行数 
（平成16年９月22日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 47,630,393 同左 

東京証券取引所市場 
第一部 
大阪証券取引所市場 
第一部 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式 

計 47,630,393 同左 － － 
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(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成15年３月28日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成16年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成16年８月31日）

新株予約権の数（個） 648 647（注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 648,000（注）１ 647,000（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 693（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成19年 3月 30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  693 
資本組入額 347 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、当社及
び当社子会社の常勤取締役、常勤監査役、
執行役員又は社員たる地位を失った後も、
権利を行使することができる。但し、懲戒
解雇に該当する事由が発覚した場合は権利
を喪失する。 
②新株予約権者が死亡した場合、新株予約
権の相続は認めない。 

同左 

新株予約権の譲度に関する事項 
権利の譲渡、質入その他一切の処分は認め
ない。 

同左 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

但し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 １ 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使による場合

を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

  新規発行株式数 × １株当たり払込金額

 
既発行株式数＋

１株当たりの時価 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

３．社員１名の死亡に伴う失権により、新株予約権の数１個、新株予約権の目的となる株式の数1,000株がそ

れぞれ減少したことによるものであります。 
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平成16年３月30日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成16年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成16年８月31日）

新株予約権の数（個） 1,235 1,234（注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,235,000（注）１ 1,234,000（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,198（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年 4月 1日 
至 平成20年 3月 31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,198 
資本組入額 599 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、当社及
び当社子会社の常勤取締役、執行役員又は
社員たる地位を失った後も、権利を行使す
ることができる。但し、懲戒解雇に該当す
る事由が発覚した場合は権利を喪失する。 
②新株予約権者が死亡した場合、新株予約
権の相続は認めない。 

同左 

新株予約権の譲度に関する事項 
権利の譲渡、質入その他一切の処分は認め
ない。 

同左 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

但し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 １ 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使による場合

を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

  新規発行株式数 × １株当たり払込金額

 
既発行株式数＋

１株当たりの時価 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

３．社員１名の死亡に伴う失権により、新株予約権の数１個、新株予約権の目的となる株式の数1,000株がそ

れぞれ減少したことによるものであります。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成16年１月１日～ 
平成16年６月30日 

－ 47,630 － 20,359 － 19,864 
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(4）【大株主の状況】 

  平成16年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ブレストシーブ 大阪府茨木市西駅前町５番10号 3,268 6.86 

有限会社左右山 兵庫県宝塚市御殿山２丁目７番６号 1,792 3.76 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,674 3.51 

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１丁目５番１号 1,588 3.33 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,412 2.97 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,346 2.83 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号 1,259 2.64 

シービーエヌワイ ナショナ
ル ファイナンシャル サー
ビシス エルエルシー 
（常任代理人 シティバン
ク・エヌ・エイ東京支店） 

200 LIBERTY STREET NY25Q NEW YORK,NY 
10281 USA 
（東京都品川区東品川２丁目３番１４号）

1,034 2.17 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,019 2.14 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 988 2.07 

計 － 15,383 32.30 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行及び日本トラスティ・サービス信託銀行の所有株式数は、信託業務にか

かる株式であります。 

２．当社の自己株式として、5,107,730 株を保有しております。 

３．キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー他３社から平成13年４月６日付（報告義務発生日 

平成13年３月31日）で連名による大量保有報告書の提出、また株式会社みずほ銀行他３社から平成１６

年５月14日付（報告義務発生日 平成１６年４月30日）で連名による大量保有報告書の提出があり、以

下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 所有株式数（千株） 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

キャピタル・ガーディアン・
トラスト・カンパニー 他3社 

－ 3,590 7.54 

株式会社みずほ銀行 他3社 － 2,541 5.34 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

   平成16年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 
普通株式  5,107,000

－ 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,056,000 42,056 同上 

単元未満株式 普通株式 467,393 － 同上 

発行済株式総数 47,630,393 － － 

総株主の議決権 － 42,056 － 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含

まれております。 

 

②【自己株式等】 

   平成16年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

（自己保有株式） 
株式会社千趣会 

大阪市北区同心１丁
目４番31号 

5,107,000 － 5,107,000 10.72

計 － 5,107,000 － 5,107,000 10.72

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成16年１月 平成16年２月 平成16年３月 平成16年４月 平成16年５月 平成16年６月

最高（円） 1,200 1,128 1,232 1,218 1,168 1,187 

最低（円） 1,095 971 997 1,135 993 1,058 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）新任役員 

 該当事項はありません。 

 

（２）退任役員 

役名 職名 氏名 退任年月日 

代表取締役  髙井 恒昌 平成16年７月19日 

 

（３）役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 
総務部長 
ベルメゾン生活スタイル
研究所長 

取締役 
総務部長 
 
 

田川 喜一 平成16年５月10日 

専務取締役 
経営戦略担当 
店舗担当 

専務取締役 
経営戦略担当 
 

野口 公俊 平成16年７月１日 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６

月30日まで）及び前中間会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）並びに当中間連結会計期間

平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日

まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   11,903 13,898  11,417

２．受取手形及び売掛
金 

  11,442 12,121  9,395

３．有価証券   232 292  287

４．たな卸資産   13,606 11,303  12,818

５．繰延税金資産   297 126  492

６．未収入金   5,245 5,385  7,748

７．その他   5,131 5,121  4,967

８．貸倒引当金   △257 △311  △472

流動資産合計   47,601 53.7 47,937 54.7  46,654 53.5

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産 ※１   

１．建物及び構築物 ※３ 13,719 12,852 13,269 

２．機械装置及び運
搬具 

 3,691 3,064 3,348 

３．器具及び備品  992 765 767 

４．土地 ※3,5 12,369 30,773 12,319 29,001 12,319 29,705

(2）無形固定資産   1,821 1,384  1,502

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※2,3 3,484 5,251 4,320 

２．長期貸付金  669 538 564 

３．保証金及び敷金  1,175 1,192 1,176 

４．繰延税金資産  1,179 568 1,163 

５．その他  2,459 2,479 2,572 

６．貸倒引当金  △589 8,378 △636 9,393 △391 9,407

固定資産合計   40,973 46.3 39,778 45.3  40,615 46.5

資産合計   88,575 100.0 87,716 100.0  87,269 100.0
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前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛
金 

  15,233 12,506  13,984

２．短期借入金 ※３  306 136  241

３．未払金   16,316 19,191  15,929

４．未払費用   2,282 1,622  1,810

５．未払法人税等   205 249  228

６．未払消費税等   298 410  335

７．割賦売上未実現利
益 

  155 －  143

８．販売促進引当金   774 549  864

９．その他   606 1,450  2,916

流動負債合計   36,181 40.8 36,117 41.2  36,454 41.8

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※３  531 404  468

２．再評価に係る繰延
税金負債 

※５  896 895  895

３．退職給付引当金   1,172 57  53

４．役員退職慰労引当
金 

  757 743  789

５．会員預り金   1,387 1,377  1,377

固定負債合計   4,746 5.4 3,479 3.9  3,584 4.1

負債合計   40,927 46.2 39,596 45.1  40,038 45.9

    

（少数株主持分）    

少数株主持分   47 0.1 45 0.1  47 0.0

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   20,359 23.0 20,359 23.2  20,359 23.3

Ⅱ 資本剰余金   19,864 22.4 19,866 22.7  19,864 22.8

Ⅲ 利益剰余金   19,009 21.4 19,734 22.5  18,871 21.6

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５  △9,008 △10.2 △8,911 △10.2  △8,911 △10.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

  △303 △0.3 302 0.3  124 0.1

Ⅵ 為替換算調整勘定   △29 △0.0 △36 △0.0  △38 △0.0

Ⅶ 自己株式   △2,290 △2.6 △3,240 △3.7  △3,084 △3.5

資本合計   47,601 53.7 48,074 54.8  47,183 54.1

負債、少数株主持
分及び資本合計 

  88,575 100.0 87,716 100.0  87,269 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   76,730 100.0 77,334 100.0  147,607 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  39,195 51.1 40,036 51.8  75,780 51.3

売上総利益   37,534 48.9 37,298 48.2  71,826 48.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２   

１．荷造運賃  5,313 5,417 10,204 

２．販売促進費  11,690 13,042 23,880 

３．販売促進引当金繰
入額 

 774 549 864 

４．貸倒引当金繰入額  132 145 272 

５．役員報酬  269 261 508 

６．給料手当  4,315 4,851 9,061 

７．賞与  1,234 799 2,133 

８．退職給付引当金繰
入額 

 332 － 351 

９．役員退職慰労引当
金繰入額 

 40 37 73 

10．減価償却費  1,246 1,131 2,496 

11．その他  8,317 33,666 43.9 8,981 35,217 45.5 16,926 66,769 45.3

営業利益   3,867 5.0 2,081 2.7  5,057 3.4

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  16 27 33 

２．受取配当金  17 23 25 

３．保険解約益  42 － 44 

４．為替差益  － 101 － 

５．雑収入  93 170 0.2 86 237 0.3 228 331 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  20 18 39 

２．持分法による投資
損失 

 30 21 143 

３．為替差損  13 － 948 

４．雑損失  109 174 0.2 43 84 0.1 215 1,347 0.9

経常利益   3,863 5.0 2,234 2.9  4,041 2.7
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益  24 0 25 

２．投資有価証券売却
益 

 － 41 26 

３．割賦売上未実現利
益戻入高 

※３ 287 143 287 

４．退職給付引当金取
崩益 

 － 312 0.4 100 285 0.4 － 339 0.2

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却及び
除却損 

 117 14 168 

２．割賦売上未実現利
益繰延高 

※３ 155 － 143 

３．ゴルフ会員権評価
損 

 － － 2 

４．特別退職金  404 9 406 

５．確定拠出年金制度
移行に伴う損失額 

 504 － 504 

６．リース解約損  128 － 128 

７．貸倒引当金繰入額  6 122 6 

８．投資有価証券売却
損 

 1 11 1 

９．投資有価証券評価
損 

 22 1,341 1.7 43 201 0.3 57 1,418 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,834 3.7 2,318 3.0  2,962 2.0

法人税、住民税及
び事業税 

 213 255 344 

法人税等調整額  1,105 1,318 1.7 808 1,063 1.4 795 1,140 0.8

少数株主利益   2 0.0 1 0.0  2 0.0

中間（当期）純利
益 

  1,513 2.0 1,253 1.6  1,819 1.2
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  19,864 19,864  19,864

Ⅱ 資本剰余金増加高   

自己株式処分差益  － － 2 2 － －

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

 19,864 19,866  19,864

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  17,802 18,871  17,802

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間（当期）純利益  1,513 1,513 1,253 1,253 1,819 1,819

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  176 341 524 

２．役員賞与  5 49 5 

３．土地再評価差額金取
崩額 

 123 305 － 390 220 749

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

 19,009 19,734  18,871
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

１．税金等調整前中間（当期）
純利益 

 2,834 2,318 2,962 

２．減価償却費  1,250 1,133 2,502 

３．投資有価証券評価損  22 43 57 

４．貸倒引当金の増加額  0 84 17 

５．退職給付引当金の減少額  △149 △783 △480 

６．販売促進引当金の減少額  △159 △315 △69 

７．受取利息及び受取配当金  △34 △50 △59 

８．支払利息  20 18 39 

９．固定資産売却益  △24 △0 △25 

10．固定資産売却及び除却損  117 14 168 

11．特別退職金  404 9 406 

12．売上債権の増加額  △2,081 △2,725 △34 

13．たな卸資産の減少額  1,330 1,514 2,119 

14．その他流動資産の減少（増
加）額 

 2,004 2,144 △417 

15．仕入債務の減少額  △56 △1,477 △1,305 

16．未払消費税等の増加（減
少）額 

 △576 75 △540 

17．その他流動負債の増加額  580 2,160 1,749 

18．役員賞与の支払額  △5 △49 △5 

19．その他  △81 △57 39 

小計  5,396 4,058 7,124 

20．利息及び配当金の受取額  37 38 57 

21．利息の支払額  △19 △19 △38 

22．特別退職金の支払額  △106 △9 △406 

23．法人税等の支払額  △320 △265 △431 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 4,988 3,803 6,306 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

１．投資有価証券の取得による
支出 

 △351 △802 △806 

２．投資有価証券の売却による
収入 

 209 197 371 

３．有形固定資産の取得による
支出 

 △431 △103 △593 

４．有形固定資産の売却による
収入 

 222 0 288 

５．無形固定資産の取得による
支出 

 △167 △260 △227 

６．定期預金の増加額  － △400 △200 

７．その他資産の増減額  60 321 △45 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △457 △1,046 △1,212 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

１．短期借入金の純増減額  22 △10 10 

２．長期借入金による収入  － 57 － 

３．長期借入金の返済による支
出 

 △54 △220 △93 

４．自己株式の取得による支出  △422 △153 △1,217 

５．配当金の支払額  △175 △341 △523 

６．少数株主への配当金の支払
額 

 △2 △2 △2 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △633 △670 △1,826 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  3,897 2,085 3,266 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 8,235 11,502 8,235 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 12,132 13,587 11,502 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数    17社 

主要な連結子会社名 

千趣会ゼネラルサービス㈱ 

千趣運輸㈱ 

千趣物流㈱ 

千趣会コールセンター㈱ 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数    15社

同左 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数    17社

同左 

  なお、㈱モスモスは平成15

年８月に、㈱ベルメゾンティ

ヴィは平成15年11月にそれぞ

れ清算結了したため、連結の

範囲から除いております。 

 なお、㈱モスモスは平成15

年８月に、㈱ベルメゾンティ

ヴィは平成15年11月にそれぞ

れ清算結了しております。 

(2）非連結子会社の数   ５社 

主要な非連結子会社名 

千趣会香港有限公司 

(2）非連結子会社の数   ６社

同左 

(2）非連結子会社の数   ６社

同左 

連結の範囲から除いた理由 

 上記非連結子会社５社は、

合計の総資産、売上高、中間

純損益及び利益剰余金が、い

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

連結の範囲から除いた理由 

 上記非連結子会社は、合計

の総資産、売上高、中間純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

が、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

 上記非連結子会社は、合計

の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金が、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであり

ます。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数          ３社 

持分法を適用した主要な非連

結子会社名 

千趣会香港有限公司 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数          ３社

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数          ３社

同左 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社名 

Bellne USA,INC. 

SENSHUKAI AMERICA,INC.

（休眠中） 

(2）持分法を適用しない主要な非

連結子会社及び関連会社名 

Bellne USA,INC. 

SENSHUKAI AMERICA,INC.

（休眠中） 

(2）持分法を適用しない主要な非

連結子会社及び関連会社名 

同左 

持分法を適用しない理由 

 上記持分法非適用会社は、

中間純損益及び利益剰余金

が、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

持分法を適用しない理由 

 上記持分法非適用会社は、

中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等が、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであり

ます。 

持分法を適用しない理由 

 上記持分法非適用会社は、

当期純損益及び利益剰余金

が、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日は全て

中間連結決算日と同一でありま

す。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の決算日は全て連結

決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

① 有価証券 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 主として月別総平均法によ

る低価法によって評価してお

ります。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については、

定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産…定率法 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産…定率法 

同左 

 
建物及び構築物 38～50年 

機械装置及び運搬具 12年 
  

  

② 無形固定資産及び投資その

他の資産のその他…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づいております。 

② 無形固定資産及び投資その

他の資産のその他…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計年度末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

（追加情報） 

 平成15年７月において確定

拠出年金制度へ移行すること

を前提として、当社の在籍者

にかかる適格退職年金制度を

廃止いたしました。その廃止

に伴う影響額は、当中間連結

会計期間が負担するものとし

て特別損失に504百万円計上

しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計年度末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、退職給付債務の算定

は簡便法によっております。

 

 

 

 

（追加情報） 

 平成16年5月に当社の年金

受給者にかかる適格退職年金

制度を廃止しております。 

 これにより退職給付引当金

残高100百万円を取崩し、特

別利益として退職給付引当金

取崩益を同額計上しておりま

す。 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

 なお、退職給付債務の算定

は簡便法によっております。

（会計方針の変更） 

 従来、当社の年金受給者に

関しては、原則法による計算

方法によって算定した退職給

付債務及び年金資産の見込み

額に基づき退職給付引当金を

計上しておりましたが、確定

拠出年金制度に移行し、在籍

者にかかる適格退職年金制度

を平成15年７月に廃止した結

果、当連結会計年度において

は、年金受給者のみを計算対

象とすることとなり、高い信

頼性をもって数理計算上の見

積もりを行うことが困難に

なったことから、当連結会計

年度より簡便法によって退職

給付引当金を計上する計算方

法に変更いたしました。 

 従って、年金受給者を対象

とした直近の年金財政計算上

の責任準備金に相当する金額

から年金資産を控除した額を

計上しております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

   また、従来、数理計算上の

差異は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処

理することとしておりました

が、当連結会計年度において

一時償却いたしました。 

 この変更により、前連結会

計年度と同様の方法によった

場合と比べ、当連結会計年度

は、退職給付引当金は148百

万円多く計上され、税金等調

整前当期純利益は同額少なく

計上されております。 

 なお、当中間連結会計期間

は従来どおり、原則法により

計上しております。従って、

当中間連結会計期間末は当連

結会計年度と同様の方法に

よった場合と比べ、退職給付

引当金は181百万円少なく計

上され、税金等調整前中間純

利益は同額多く計上されてお

ります。 

 また、この変更がセグメン

ト情報に与える影響は軽微で

あります。 

 なお、当社の年金受給者に

かかる適格退職年金制度につ

いても翌連結会計年度中に廃

止する予定であります。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社、千趣運輸㈱、㈱エイ

メ及び地区販売子会社８社の

役員及び当社執行役員の退職

慰労金の支給に備えて、内規

に基づく中間期末要支給額の

100％を引当しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社、千趣運輸㈱、㈱エイ

メ及び地区販売子会社の役員

及び当社執行役員の退職慰労

金の支給に備えて、内規に基

づく中間期末要支給額の

100％を引当しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社、千趣運輸㈱、㈱エイ

メ及び地区販売子会社の役員

及び当社執行役員の退職慰労

金の支給に備えて、内規に基

づく期末要支給額の100％を

引当しております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

④ 販売促進引当金 

 販売促進を目的とするマイ

レージポイント制度に対する

費用支出に備えるため、発行

されたポイントの未引換額に

対し、過去の行使実績率に基

づき算出した将来の行使見込

額を計上しております。 

④ 販売促進引当金 

同左 

④ 販売促進引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外持分法適用会社の資産、負

債、収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含め

ております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外

持分法適用会社の資産、負債、

収益及び費用は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めておりま

す。 

(5）販売促進費の会計処理 

 当社は通信販売を行ってお

り、販売促進費のうち、下半期

の売上高に対応するカタログ関

係費用は前払費用として、流動

資産の「その他」に含めて計上

しております。 

(5）販売促進費の会計処理 

同左 

(5）販売促進費の会計処理 

 当社は通信販売を行ってお

り、販売促進費のうち、翌連結

会計年度の売上高に対応するカ

タログ関係費用は、各期におけ

る費用と収益の対応割合をあげ

るため、前払費用として流動資

産の「その他」に含めて計上し

ております。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(6）重要なリース取引の処理方法

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法

同左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

(7）ヘッジ会計 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

(7）ヘッジ会計 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(7）ヘッジ会計 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、通

貨オプション

及び通貨ス

ワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象…輸入取引にお

ける外貨建債

務 

  

③ ヘッジ方針 

 主に当社の社内管理規程に

基づき、為替変動リスク及び

キャッシュ・フロー変動リス

クをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段が有効であるこ

とを検証するために、定期的

に有効性判定を行うものとし

ております。 

 ただし、輸入決済等に対し

て為替予約等でその決済に振

当てており、その後の為替相

場の変動によるキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺する

ものと想定されるものについ

ては、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

(8）消費税等の会計処理 

同左 

(8）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資であります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「雑収

入」に含めておりました「保険解約益」(5百万円)につ

いては、営業外収益の合計額の100分の10を超えたため

区分掲記いたしました。 

 

 

─── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めておりました「固定資

産売却益」（0百万円）、「固定資産売却及び除却損」

（39百万円）、「未払消費税等の増加額」（69百万円）

及び投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めておりました「有形固定資産の売却による収入」

（54百万円）については重要性が増したため、当中間連

結会計期間より区分掲記することといたしました。 

 

 

 

─── 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成15年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 
 (百万円)

 30,736 
  

 
 (百万円)

 32,276
  

 
 (百万円)

 31,494
  

※２．非連結子会社及び関連会社に対する株

式は次のとおりであります。 

 

─── 

※２．非連結子会社及び関連会社に対する株

式は次のとおりであります。 
 
 (百万円)

投資有価証券 103 
  

  
 (百万円)

投資有価証券 90
  

※３．担保に供している資産の内訳 

(1）担保資産 

※３．担保に供している資産の内訳 

(1）担保資産 

※３．担保に供している資産の内訳 

(1）担保資産 
 
  (百万円)

投資有価証券 (帳簿価額) 1,004 

建物及び構築物 (〃) 55 

土地 (〃) 33 

計  1,092 
  

 
  (百万円)

投資有価証券 (帳簿価額) 1,639

建物及び構築物(〃) 51

土地 (〃) 33

計  1,723
  

 
  (百万円)

投資有価証券 (帳簿価額) 1,378

建物及び構築物 (〃) 53

土地 (〃) 33

計  1,464
  

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
 
 (百万円)

短期借入金 183 

長期借入金 362 

計 545 
  

 
 (百万円)

短期借入金 91

長期借入金 281

計 373
  

 
 (百万円)

短期借入金 146

長期借入金 325

計 472
  

 ４．偶発債務 

銀行借入金に対する保証 

 ４．偶発債務 

銀行借入金に対する保証 

 ４．偶発債務 

銀行借入金に対する保証 
 
 (百万円)

従業員住宅ローン利用者 242 

千趣会香港有限公司 80 

計 322 
  

 
 (百万円)

従業員住宅ローン利用者 73

千趣会香港有限公司 80

計 154
  

 
 (百万円)

従業員住宅ローン利用者 84

千趣会香港有限公司 80

計 165
  

※５．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成

10年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（平成11年３月31日改正）に基

づき事業用土地の再評価を行い、当該再

評価に係る繰延税金負債を控除した金額

を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。 

 

─── 

※５．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成

10年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（平成11年３月31日改正）に基

づき事業用土地の再評価を行い、当該再

評価に係る繰延税金負債を控除した金額

を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。 
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前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成15年12月31日） 

同法律第３条第３項に定める再評価の

方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法

（平成３年法律第69号）第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に合理的な調整を行って算

出しております。 

 同法律第３条第３項に定める再評価の

方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法

（平成３年法律第69号）第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に合理的な調整を行って算

出しております。 

再評価を行った年月日 

平成12年３月31日 

 再評価を行った年月日 

平成12年３月31日

  
 
再評価を行った土地の当連結会計年度
末における時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

 (百万円)

 △2,528
  

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

※１．売上原価のうち低価法による評価損

は、26百万円であります。 
─── 

※１．売上原価のうち低価法による評価損

は、25百万円であります。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費  ※２．一般管理費に含まれる研究開発費 
 
 (百万円)

 552 
  

─── 
 (百万円)

 1,416
 

※３．割賦販売にかかる売上利益の算定基準 

 平成10年度の法人税法の改正に伴う経

過措置を適用しております。 

─── 

※３．割賦販売にかかる売上利益の算定基準

 平成10年度の法人税法の改正に伴う経

過措置を適用しております。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成15年６月30日現在） （平成16年６月30日現在） （平成15年12月31日現在）
 
 (百万円)

現金及び預金勘定 11,903 

有価証券勘定 232 

計 12,135 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△3 

現金及び現金同等物 12,132 
  

 
 (百万円)

現金及び預金勘定 13,898

有価証券勘定 292

計 14,190

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△603

現金及び現金同等物 13,587
  

 
 (百万円)

現金及び預金勘定 11,417

有価証券勘定 287

計 11,705

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△203

現金及び現金同等物 11,502
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

  
取得価額
相当額 

 
減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

器具及び備品  2,710 878 1,831 

その他  866 493 373 

合計  3,576 1,371 2,204 

  

 

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

 (百万円) (百万円) (百万円)

器具及び備品 3,277 1,182 2,095

その他 742 431 310

合計 4,019 1,614 2,405

  

 

  
取得価額
相当額 

 
減価償却
累計額相
当額 

期末残高
相当額

  (百万円) (百万円) (百万円)

器具及び備品  2,833 1,018 1,815

その他  878 555 322

合計  3,712 1,573 2,138

  
(２)未経過リース料中間期末残高相当額 (２)未経過リース料中間期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額 
 
 (百万円)

一年内 614 

一年超 1,672 

合計 2,287 
  

 
 (百万円)

一年内 772

一年超 1,781

合計 2,553
  

 
 (百万円)

一年内 626

一年超 1,622

合計 2,248
  

(３)支払リース料等 (３)支払リース料等 (３)支払リース料等 
 
 (百万円)

支払リース料 430 

減価償却費相当額 451 

支払利息相当額 22 
  

 
 (百万円)

支払リース料 398

減価償却費相当額 415

支払利息相当額 22
  

 
 (百万円)

支払リース料 816

減価償却費相当額 839

支払利息相当額 46
  

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(５)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

(５)利息相当額の算定方法 

同左 

(５)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 
 (百万円)

一年内 6 

一年超 4 

合計 10 
  

 
 (百万円)

一年内 5

一年超 4

合計 10
  

 
 (百万円)

一年内 5

一年超 2

合計 7
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成15年６月30日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,404 2,183 △220 

(2）債券    

社債 499 509 9 

その他 129 127 △2 

(3）その他 392 355 △37 

合計 3,426 3,175 △250 

 （注）取得原価には、減損処理後の金額を記載しております。なお、減損処理金額は22百万円であります。 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式        339百万円 

 

当中間連結会計期間末（平成16年６月30日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,249 3,113 864 

(2）債券    

社債 529 534 4 

その他 1,200 991 △208 

(3）その他 313 313 △0 

合計 4,292 4,952 660 

 （注）取得原価には、減損処理後の金額を記載しております。なお、減損処理金額は43百万円であります。 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式        317百万円 
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前連結会計年度末（平成15年12月31日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの） 

   

(1）株式 1,219 1,716 497 

(2）債券    

社債 529 536 6 

その他 － － － 

(3）その他 274 274 0 

小計 2,023 2,527 504 

（連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの） 

   

(1）株式 1,095 975 △120 

(2）債券    

社債 － － － 

その他 500 445 △54 

(3）その他 49 48 △1 

小計 1,645 1,470 △175 

合計 3,668 3,997 328 

 （注） 取得原価には、減損処理後の金額を記載しております。なお、減損処理金額は22百万円であります。 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式        360百万円 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前中間連結会計期間末（平成15年６月30日） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

 為替予約取引     

 買建     

米ドル 671 － 723 52 

通貨オプション取引     

売建     

プット     

米ドル 
11,428 
(778) 

6,512 
 

 
76 

 
702 

買建     

コール     

市場取引以外の
取引 

米ドル 
5,714 
(506) 

3,256 
 

 
635 

 
128 

 通貨スワップ取引     

 受取米ドル・支払日本円 1,491 852 128 128 

合計 
19,304 
(△272) 

10,620 1,411 1,012 

 （注）１．時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

通貨オプション取引・通貨スワップ取引……主たる取引先金融機関から提示された価格によっており

ます。 

２．通貨オプション取引における括弧書きは、オプション料であります。 

３．通貨オプション取引・通貨スワップ取引の契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な

契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。 

４．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 
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当中間連結会計期間 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間末（平成16年６月30日） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

 為替予約取引     

 買建     

米ドル 430 － 438 7 

通貨オプション取引     

売建     

プット     

米ドル 
6,512 
(570) 

1,596 
 

 
180 

 
389 

買建     

コール     

市場取引以外の
取引 

米ドル 
3,256 
(257) 

798 
 

 
104 

 
△152 

 通貨スワップ取引     

 受取米ドル・支払日本円 852 213 10 10 

合計 
11,051 
(△313) 

2,607 373 255 

 （注）１．時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

通貨オプション取引・通貨スワップ取引……主たる取引先金融機関から提示された価格によっており

ます。 

２．通貨オプション取引における括弧書きは、オプション料であります。 

３．通貨オプション取引・通貨スワップ取引の契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な

契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。 

４．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 
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前連結会計年度 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前連結会計年度末（平成15年12月31日） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

 為替予約取引     

 買建     

米ドル 645 － 647 1 

通貨オプション取引     

売建     

プット     

米ドル 
8,970 
（693）

4,304 
 

 
303 

 
390 

買建     

コール     

市場取引以外の
取引 

米ドル 
4,485 
（376）

2,152 
 

 
132 

 
△243 

 通貨スワップ取引     

 受取米ドル・支払日本円 1,065 426 △6 △6 

合計 
15,165 
（△316）

6,882 471 142 

 （注）１．時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

通貨オプション取引・通貨スワップ取引……主たる取引先金融機関から提示された価格によっており

ます。 

２．通貨オプション取引における括弧書きは、オプション料であります。 

３．通貨オプション取引・通貨スワップ取引の契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な

契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。 

４．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日） 

 
通信販売事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 75,198 1,532 76,730 － 76,730 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

43 324 368 (368) － 

計 75,241 1,856 77,098 (368) 76,730 

営業費用 71,088 2,250 73,338 (476) 72,862 

営業利益（△は営業損失） 4,153 △393 3,759 108 3,867 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の主要な内容 

(1）通信販売事業   カタログ事業、頒布会事業 

(2）その他の事業   サービス業、運送業他 

３．事業区分の方法の変更 

 当社グループは、従来店舗事業及び卸売事業については、「通信販売事業」に含めて表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間より「その他の事業」として表示しております。これは、店舗事業については

当中間連結会計期間より新規出店を本格化するため、又卸売事業については、組織変更を行い、法人向け

の商品・サービスを販売する法人営業事業部を発足させたことに伴い変更するものであります。 

 この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の売上高は「通信販売事業」の売上高が454百万円

減少し、営業利益は449百万円増加しており、「その他の事業」については売上高が同額増加し、営業利

益は同額減少しております。 

 

当中間連結会計期間（自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日） 

 
通信販売事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 73,506 3,828 77,334 － 77,334 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

39 381 420 (420) － 

計 73,545 4,209 77,755 (420) 77,334 

営業費用 71,526 4,185 75,712 (458) 75,253 

営業利益 2,018 24 2,043 37 2,081 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の主要な内容 

(1）通信販売事業   カタログ事業、頒布会事業 

(2）その他の事業   サービス業、運送業他 
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前連結会計年度（自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日） 

 
通信販売事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 143,763 3,843 147,607 － 147,607 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

86 664 751 (751) － 

計 143,850 4,508 148,358 (751) 147,607 

営業費用 138,242 5,100 143,343 (793) 142,549 

営業利益（△は営業損失） 5,607 △592 5,014 42 5,057 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分の主要な内容 

(1）通信販売事業   カタログ事業、頒布会事業 

(2）その他の事業   サービス業、運送業他 

３．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度より当社の年金受給

者にかかる退職給付債務の算定を原則法より簡便法に変更しております。これによる影響は軽微でありま

す。 

４．事業区分の方法の変更 

当社グループは、従来店舗事業及び卸売事業については、「通信販売事業」に含めて表示しておりま

したが、当連結会計年度より「その他の事業」として表示しております。これは、店舗事業については

当連結会計年度より新規出店を本格化するため、又卸売事業については、組織変更を行い、法人向けの

商品・サービスを販売する法人営業事業部を発足させたことに伴い変更するものであります。 

この結果、従来の区分によった場合と比較して、当連結会計年度の売上高は「通信販売事業」が1,719

百万円減少するとともに「その他の事業」が同額増加し、営業利益は「通信販売事業」が930百万円増加

するとともに「その他の事業」が同額減少しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成16年

１月１日 至 平成16年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日） 

在外連結子会社等がないため、所在地別セグメント情報の開示を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成16年

１月１日 至 平成16年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

 
１株当たり純資産額 1,095円14銭 

１株当たり中間純利益
金額 

34円51銭 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

34円50銭 

  

 
１株当たり純資産額 1,130円56銭

１株当たり中間純利益
金額 

29円45銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

29円27銭

  

 
１株当たり純資産額 1,105円80銭

１株当たり当期純利益
金額 

40円81銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

40円69銭

  
（追加情報） 

当中間連結会計期間から「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。 

なお、これによる影響は軽微であり

ます。 

 当連結会計年度から「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

なお、これによる影響は軽微であり

ます。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,513 1,253 1,819 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 49 

（うち利益処分による役員賞与金 
（百万円）） 

－ － （49）

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

1,513 1,253 1,770 

期中平均株式数（千株） 43,854 42,576 43,375 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 4 256 132 

（うち新株予約権（千株）） （4） （256） （132）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 
－ 

 平成16年3月30日定

時株主総会決議ストッ

クオプション（新株予

約権1,235個） 

－ 

 

(2）【その他】 

 特記事項はありません。 

 



－  － 

 

(41) ／ 2004/09/15 18:11 (2004/09/15 18:11) ／ 431105_03_100_2k_04179515／第５－５中間財務諸表等／os2千趣会／半期.doc 

41

２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  9,447 11,580 8,822 

２．受取手形  28 8 21 

３．売掛金  11,179 11,856 9,152 

４．たな卸資産  13,584 11,286 12,800 

５．未収入金  5,460 5,516 7,899 

６．その他  6,575 5,623 5,707 

７．貸倒引当金  △964 △897 △749 

流動資産合計   45,311 52.5 44,974 53.1  43,655 51.8

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産 ※１   

１．建物  12,337 11,591 11,995 

２．機械及び装置  3,596 2,983 3,267 

３．土地 ※４ 10,561 10,529 10,529 

４．その他  1,447 1,350 1,379 

有形固定資産合計  27,943 26,454 27,172 

(2）無形固定資産  1,786 1,347 1,465 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※２ 3,154 4,600 4,023 

２．その他 ※４ 8,644 8,022 8,628 

３．貸倒引当金  △589 △637 △589 

投資その他の資産
合計 

 11,209 11,985 12,062 

固定資産合計   40,938 47.5 39,787 46.9  40,700 48.2

資産合計   86,249 100.0 84,762 100.0  84,355 100.0
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前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  8,911 6,333 7,888 

２．買掛金  6,289 6,140 6,062 

３．短期借入金 ※２ 261 123 215 

４．未払金  16,753 19,294 16,104 

５．未払費用  1,833 1,202 1,380 

６．未払法人税等  14 16 30 

７．販売促進引当金  774 549 864 

８．その他  924 1,712 3,268 

流動負債合計   35,762 41.5 35,373 41.7  35,814 42.5

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※２ 517 402 458 

２．再評価に係る繰延
税金負債 

※４ 867 865 865 

３．退職給付引当金  1,120 － － 

４．役員退職慰労引当
金 

 683 658 710 

固定負債合計   3,188 3.7 1,926 2.3  2,035 2.4

負債合計   38,950 45.2 37,300 44.0  37,849 44.9

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   20,359 23.6 20,359 24.0  20,359 24.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  19,864 19,864 19,864 

２．その他資本剰余金  － 2 － 

資本剰余金合計   19,864 23.0 19,866 23.4  19,864 23.6

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  1,118 1,118 1,118 

２．任意積立金  13,762 13,748 13,762 

３．中間（当期）未処
分利益 

 3,835 4,184 3,292 

利益剰余金合計   18,716 21.7 19,051 22.5  18,173 21.5

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △9,050 △10.5 △8,953 △10.6  △8,953 △10.6

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

  △299 △0.3 378 0.5  147 0.2

Ⅵ 自己株式   △2,290 △2.7 △3,240 △3.8  △3,084 △3.7

資本合計   47,298 54.8 47,461 56.0  46,505 55.1

負債・資本合計   86,249 100.0 84,762 100.0  84,355 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   75,614 100.0 76,256 100.0  145,410 100.0

Ⅱ 売上原価   38,843 51.4 39,815 52.2  75,096 51.6

売上総利益   36,770 48.6 36,440 47.8  70,313 48.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  33,449 44.2 34,855 45.7  66,107 45.5

営業利益   3,320 4.4 1,585 2.1  4,205 2.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  392 0.5 630 0.8  562 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  93 0.1 55 0.1  1,122 0.8

経常利益   3,619 4.8 2,160 2.8  3,645 2.5

Ⅵ 特別利益 ※３  304 0.4 285 0.4  332 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  1,172 1.6 371 0.5  1,623 1.1

税引前中間（当
期）純利益 

  2,751 3.6 2,074 2.7  2,354 1.6

法人税、住民税及
び事業税 

 14 15 29 

法人税等調整額  1,069 1,083 1.4 803 819 1.1 754 784 0.5

中間（当期）純利
益 

  1,667 2.2 1,255 1.6  1,569 1.1

前期繰越利益   2,291 2,929  2,291

中間配当額   － －  347

土地再評価差額金
取崩額 

  123 －  220

中間（当期）未処
分利益 

  3,835 4,184  3,292
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

…移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

…移動平均法による原価法

② その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 ② その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法

(2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

 月別総平均法による低価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については、

定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

 
建物 38～50年 

機械装置 12年 
  

  

(2）無形固定資産及び投資その他

の資産のその他 

…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づいております。 

(2）無形固定資産及び投資その他

の資産のその他 

…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 
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前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により翌会計年度から費

用処理することとしておりま

す。 

（追加情報） 

 平成15年７月において確定拠

出年金制度へ移行することを前

提として、在籍者にかかる適格

退職年金制度を廃止いたしまし

た。その廃止に伴う影響額は、

当中間会計期間が負担するもの

として特別損失に504百万円計

上しております。 

(2）    ─── (2）退職給付引当金 

 年金受給者の退職給付に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産に基

づき計上しております。 

 なお、退職給付債務の算定は

簡便法によっております。 

（会計方針の変更） 

 従来、年金受給者に関して

は、原則法による計算方法に

よって算定した退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき退

職給付引当金を計上しておりま

したが、確定拠出年金制度に移

行し、在籍者にかかる適格退職

年金制度を平成15年７月に廃止

した結果、当事業年度末におい

ては、年金受給者のみを計算対

象とすることとなり、高い信頼

性をもって数理計算上の見積も

りを行うことが困難になったこ

とから、当事業年度より簡便法

によって退職給付引当金を計上

する計算方法に変更いたしまし

た。 

 従って、年金受給者を対象と

した直近の年金財政計算上の責

任準備金に相当する金額から年

金資産を控除した額を計上して

おります。 

 また、従来、数理計算上の差

異は、発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により翌事

業年度から費用処理することと

していましたが、当事業年度に

おいて、一時償却いたしまし

た。 
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前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

   この変更により、前事業年度

と同様の方法によった場合と比

べ、当事業年度は、退職給付引

当金は148百万円多く計上さ

れ、同額だけ税引前当期純利益

は少なく計上されております。

当中間会計期間は従来どおり、

原則法により計上しておりま

す。従って、当中間会計期間は

当事業年度と同様の方法によっ

た場合と比べ、退職給付引当金

は181百万円少なく計上され、

同額だけ税引前中間純利益は多

く計上されております。 

 なお、年金受給者にかかる適

格退職年金制度についても翌事

業年度に廃止する予定でありま

す。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額の

100％を引当てしております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額の100％を

引当てしております。 

(4）販売促進引当金 

 販売促進を目的とするマイ

レージポイント制度に対する費

用支出に備えるため、発行され

たポイントの未引換額に対し、

過去の行使実績率に基づき算出

した将来の行使見込額を計上し

ております。 

(4）販売促進引当金 

同左 

(4）販売促進引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．販売促進費の会計処理 

 当社は通信販売を行っており、

販売促進費のうち、下半期の売上

高に対応するカタログ関係費用は

前払費用として、流動資産の「そ

の他」に含めて計上しておりま

す。 

５．販売促進費の会計処理 

同左 

５．販売促進費の会計処理 

 当社は通信販売を行っており、

販売促進費のうち、翌期の売上高

に対応するカタログ関係費用は前

払費用として、流動資産の「その

他」に含めて計上しております。
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前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

６．リース取引の処理方法 

同左 

６．リース取引の処理方法 

同左 

７．ヘッジ会計 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

７．ヘッジ会計 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

７．ヘッジ会計 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、通貨

オプション及び

通貨スワップ取

引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象…輸入取引におけ

る外貨建債務 

  

(3）ヘッジ方針 

 主に当社の社内管理規程に基

づき、為替変動リスク及び

キャッシュ・フロー変動リスク

をヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段が有効であること

を検証するために、定期的に有

効性判定を行うものとしており

ます。 

 ただし、輸入決済等に対して

為替予約等でその決済に振当て

ており、その後の為替相場の変

動によるキャッシュ・フロー変

動を完全に相殺するものと想定

されるものについては、ヘッジ

の有効性の判定は省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と預り消費

税等を相殺し、流動負債の「その

他」に含めております。 

８．消費税等の会計処理 

同左 

８．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

─── 

（退職給付制度） 

平成16年5月に当社の年金受給者

にかかる適格退職年金制度を廃止

しております。 

 これにより退職給付引当金残高

100百万円を取崩し、特別利益と

して退職給付引当金取崩益を同額

計上しております。 

─── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度末 
（平成15年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 
 (百万円)

 29,265 
  

 
 (百万円)

 30,867
  

 
 (百万円)

 30,115
  

※２．担保に供している資産の内訳 

(1）担保資産 

※２．担保に供している資産の内訳 

(1）担保資産 

※２．担保に供している資産の内訳 

(1）担保資産 
 
  (百万円)

投資有価証券 (帳簿価額) 1,004 

計  1,004 
  

 
  (百万円)

投資有価証券 (帳簿価額) 1,639

計  1,639
  

 
  (百万円)

投資有価証券 (帳簿価額) 1,378

計  1,378
  

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
 
 (百万円)

短期借入金 145 

長期借入金 358 

計 503 
  

 
 (百万円)

短期借入金 84

長期借入金 280

計 364
  

 
 (百万円)

短期借入金 129

長期借入金 320

計 449
  

 ３．偶発債務 

銀行借入金に対する保証 

 ３．偶発債務 

銀行借入金に対する保証 

 ３．偶発債務 

銀行借入金に対する保証 
 
 (百万円)

従業員住宅ローン利用者 242 

千趣会香港有限公司 80 

計 322 
  

 
 (百万円)

従業員住宅ローン利用者 73

千趣会香港有限公司 80

計 154
  

 
 (百万円)

従業員住宅ローン利用者 84

千趣会香港有限公司 80

計 165
  

※４．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成

10年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（平成11年３月31日改正）に基

づき事業用土地の再評価を行い（投資固

定資産の土地を含む）、当該再評価に係

る繰延税金負債を控除した金額を「土地

再評価差額金」として資本の部に計上し

ております。 

 

─── 

※４．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成

10年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（平成11年３月31日改正）に基

づき事業用土地の再評価を行い（投資固

定資産の土地を含む）、当該再評価に係

る繰延税金負債を控除した金額を「土地

再評価差額金」として資本の部に計上し

ております。 

同法律第３条第３項に定める再評価の

方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法

（平成３年法律第69号）第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に合理的な調整を行って算

出しております。 

 同法律第３条第３項に定める再評価の

方法 

 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法

（平成３年法律第69号）第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に合理的な調整を行って算

出しております。 

再評価を行った年月日 

平成12年３月31日 

 再評価を行った年月日 

平成12年３月31日

  
 
再評価を行った土地の当期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

 (百万円)

 △2,528
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの 
 
 (百万円)

受取利息 
（有価証券利息を含む） 

17 

受取配当金 248 

保険解約益 42 
  

 
 (百万円)

受取利息 
（有価証券利息を含む）

22

受取配当金 409

為替差益 101
  

 
 (百万円)

受取利息 
（有価証券利息を含む） 

34

受取配当金 257
  

※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの 
 
 (百万円)

支払利息 20 

為替差損 13 
  

 
 (百万円)

支払利息 18
  

 
 (百万円)

支払利息 39

為替差損 948
  

※３．特別利益のうち主なもの ※３．特別利益のうち主なもの ※３．特別利益のうち主なもの 
 
 (百万円)

割賦売上未実現利益戻入高 287 
  

 
 (百万円)

割賦売上未実現利益戻入高 143

退職給付引当金取崩益 100
  

 
 (百万円)

割賦売上未実現利益戻入高 287
  

※４．特別損失のうち主なもの ※４．特別損失のうち主なもの ※４．特別損失のうち主なもの 
 
 (百万円)

割賦売上未実現利益繰延高 155 

特別退職金 263 

確定拠出年金制度移行に伴
う損失額 

504 

貸倒引当金繰入額 6 

リース解約損 128 
  

 
 (百万円)

貸倒引当金繰入額 233
  

 
 (百万円)

固定資産売却及び除却損 122

割賦売上未実現利益繰延高 143

貸倒引当金繰入額 276

特別退職金 263

確定拠出年金制度移行に伴
う損失額 

504

リース解約損 128

子会社株式評価損 158
  

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
 
 (百万円)

有形固定資産 869 

無形固定資産 329 

計 1,199 
  

 
 (百万円)

有形固定資産 760

無形固定資産 329

計 1,090
  

 
 (百万円)

有形固定資産 1,743

無形固定資産 658

計 2,402
  

 

 



－  － 

 

(51) ／ 2004/09/15 18:19 (2004/09/08 18:29) ／ 431105_03_120_2k_04179515／第５－７中間リース取引／os2千趣会／半期.doc 

51

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

  
取得価額
相当額 

 
減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

器具及び備品  2,708 877 1,830 

その他  785 464 320 

合計  3,493 1,342 2,151 

  

 

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

 (百万円) (百万円) (百万円)

器具及び備品 3,268 1,181 2,086

その他 664 397 267

合計 3,932 1,579 2,353

  

 

  
取得価額
相当額 

 
減価償却
累計額相
当額 

期末残高
相当額

  (百万円) (百万円) (百万円)

器具及び備品  2,833 1,018 1,815

その他  797 522 274

合計  3,631 1,540 2,090

  
(２)未経過リース料中間期末残高相当額 (２)未経過リース料中間期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額 
 
 (百万円)

一年内 598 

一年超 1,634 

合計 2,233 
  

 
 (百万円)

一年内 754

一年超 1,746

合計 2,501
  

 
 (百万円)

一年内 611

一年超 1,589

合計 2,200
  

(３)支払リース料等 (３)支払リース料等 (３)支払リース料等 
 
 (百万円)

支払リース料 420 

減価償却費相当額 442 

支払利息相当額 22 
  

 
 (百万円)

支払リース料 390

減価償却費相当額 407

支払利息相当額 22
  

 
 (百万円)

支払リース料 798

減価償却費相当額 822

支払利息相当額 46
  

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(５)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

(５)利息相当額の算定方法 

同左 

(５)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 
 
 (百万円)

一年内 6 

一年超 4 

合計 10 
  

 
 (百万円)

一年内 5

一年超 4

合計 10
  

 
 (百万円)

一年内 5

一年超 2

合計 7
  

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成15年6月30日現在）、当中間会計期間末（平成16年6月30日現在）及び前事業年度末

（平成15年12月31日現在）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(2）【その他】 

 平成16年８月５日開催の取締役会において、第60期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 中間配当金の総額 340百万円  

 １株当りの配当金 ８円  
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日）平成16年３月31日関東財務局長に提出 

 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第59期）（自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書 

 平成16年４月８日関東財務局長に提出 

 

（3）有価証券届出書（ストックオプションによる新株予約権の付与）及びその添付書類 

 平成16年４月12日関東財務局長に提出 

 

（4）有価証券届出書（ストックオプションによる新株予約権の付与）の訂正届出書及びその添付書類 

 平成16年４月20日関東財務局長に提出 

 

（5）臨時報告書 

 平成16年７月21日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

 

（6）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成15年12月１日 至 平成15年12月31日）平成16年１月７日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年１月１日 至 平成16年１月31日）平成16年２月４日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年２月１日 至 平成16年２月29日）平成16年３月３日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年３月30日）平成16年４月１日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年５月28日 至 平成16年５月31日）平成16年６月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年６月30日）平成16年７月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年７月31日）平成16年８月３日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年８月１日 至 平成16年８月31日）平成16年９月６日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 
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中間監査報告書 

 

  

  平成15年9月19日

株式会社千趣会   

 

 代表取締役社長 行待 裕弘 殿  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 池畑 浩二  印 

 

 関与社員  公認会計士 廣田 壽俊  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社千趣会の平成15年1月1日から平成15年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成15年1月1日から平

成15年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基

準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、下記事項を除き前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適

用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成11年大蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

記 

 会社は、セグメント情報〔事業の種類別セグメント情報〕（注）事業区分の方法の変更に記載のとおり、従来店舗

事業及び卸売事業については、「通信販売事業」に含めて表示していたが、当中間連結会計期間より「その他の事

業」として表示している。これは、当中間連結会計期間より店舗事業については新規出店を本格化するため、また卸

売事業については組織変更を行い法人向けの商品・サービスを販売する法人営業事業部を発足させたことに伴い、企

業集団の業務実態をより適切に開示するために変更するものであり、正当な理由に基づく変更と認める。この変更に

よるセグメント情報に与える影響は、セグメント情報〔事業の種類別セグメント情報〕（注）事業区分の方法の変更

に記載のとおりである。 

 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が株式会社千趣会及び連結子会社の平成15年6月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成15年1月1日から平成15年6月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

  

  平成16年9月17日

株式会社 千趣会   

 取締役会 御中   

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 池畑 浩二  印 

 

 関与社員  公認会計士 廣田 壽俊  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社千趣会の平成16年1月1日から平成16年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年1月1日から平

成16年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公平妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社千趣会及び連結子会社の平成16年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成16年1月1日から平成16年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 
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中間監査報告書 

 

  

  平成15年9月19日

株式会社千趣会   

 

 代表取締役社長 行待 裕弘 殿  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 池畑 浩二  印 

 

 関与社員  公認会計士 廣田 壽俊  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社千趣会の平成15年1月1日から平成15年12月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成15年1月1日から平成

15年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定

めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が株式会社千趣会の平成15年6月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する中間会計期間（平成15年1月1日から平成15年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 

 



 

 

(1) ／ 2004/09/15 18:27 (2004/09/15 18:27) ／ 431105_26_0406_2k_04179515／中間監査H16単体／os2千趣会.doc 

独立監査人の中間監査報告書 

 

  

  平成16年9月17日

株式会社 千趣会   

 取締役会 御中   

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 池畑 浩二  印 

 

 関与社員  公認会計士 廣田 壽俊  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社千趣会の平成16年1月1日から平成16年12月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成16年1月1日から平成

16年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公平妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社千趣会の平成16年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年1月1

日から平成16年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 
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